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事業等名 商工会、商工会議所による経営に関する相談、指導等
▼こんなときに
経営上の様々な課題について、身近なところで相談したいとき
▼こんな支援が受けられます
○商工会・商工会議所での窓口相談や各事業者への巡回訪問
　（相談内容）金融、税務、労働、取引、経理その他あらゆる経営上の課題
○記帳の指導
○要望に応じて、専門家を直接現場に派遣し、専門的・実践的な指導アドバイスを実施
○創業や経営革新など経営上の課題に対応する専門的な講習会や講演会の実施
○経営難に直面している事業者に対し、商工調停士を中心とした専門スタッフの相談
申請期間等 通年

問い合わせ先
最寄りの商工会・商工会議所（巻末の問い合わせ先一覧を参照）
滋賀県商工会連合会　　　TEL：077－511－1470　E-mail：info@shigasci.net
滋賀県商工会議所連合会　TEL：077－511－1504　E-mail：info@shigacci.com

事業等名 中小企業団体中央会による支援
▼こんなときに
中小企業の組合や中小企業相互の連携について相談したいとき
▼こんな支援が受けられます
○組合の設立や組織運営に関する相談指導　　○組合等に対する巡回・相談指導や専門家派遣による指導
○地場産地組合の活性化事業や小規模組合等の研修事業に対する助成　　○中小企業活性化施策や各種情報の提供
申請期間等 通年

問い合わせ先
滋賀県中小企業団体中央会
TEL：077－511－1430　E-mail：info@chuokai-shiga.or.jp�
ホームページ：https://www.chuokai.or.jp

事業等名 中小企業支援センター（（公財）滋賀県産業支援プラザ）による支援
▼こんなときに
経営課題や事業計画についての相談や専門家のアドバイスが欲しいとき
▼こんな支援が受けられます
○相談員による事業上の課題解決や事業計画に対しての窓口相談
○専門家（コンサルタント）による窓口相談
○要望に応じて、現地へ専門家が出向いて課題解決のためのコンサルティングを実施
申請期間等 通年

問い合わせ先
（公財）滋賀県産業支援プラザ　経営支援部　経営相談室
TEL：077－511－1413　※お問い合わせはホームページのメールフォームからお願いします。�
ホームページ：https://www.shigaplaza.or.jp/mdg/

事業等名 滋賀県よろず支援拠点による支援
▼こんなときに
経営上のあらゆる悩みを相談したいとき
▼こんな支援が受けられます
○「よろず支援拠点」は、国が全国に設置する無料の経営相談所です。
○�中小企業・小規模事業者、NPO法人・一般社団法人・社会福祉法人等の中小企業・小規模事業者に類する方、創
業予定の方が抱える売上拡大、経営改善、事業承継、広報戦略（WEB・SNS活用）など、経営上のあらゆるお悩
みの相談に対応しています。

例）海外との貿易や海外への進出について相談したいとき
　　海外駐在経験の豊富なコーディネーターが関係機関と連携をとりながら、県内企業からの相談に対応
　　◦相談例：輸出入手続、貿易実務、書類に関するアドバイス等
申請期間等 通年

問い合わせ先
滋賀県よろず支援拠点（（公財）滋賀県産業支援プラザ内）
TEL：077－511－1425　E-mail：yorozu@shigaplaza.or.jp�
ホームページ：https://www.shigaplaza.or.jp/yorozu/

総合的・先進的な、
経営アドバイスを提供

様々な分野の専門家がいるからこそ、色々な角度から⼀歩踏み込んだアドバイスと
フォローアップも実施します。

皆様のための、
課題解決チームを編成 あなたの経営課題に合わせた専門家チームで課題解決へ全力で支援します。

課題に応じた、
ワンストップサービス 皆様のどんなご相談もワンストップで、相談に応じます。
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事業等名 女性のための起業相談（女性の起業トータルサポート事業）
▼こんなときに
女性の方で起業の計画・拡大等（開業・販路拡大）を相談したいとき
▼こんな支援が受けられます
■女性のための「ビズ・チャレンジ相談（対面）」　■女性のための起業オンライン相談（Zoom利用）
〇起業や地域づくり等について相談したいとき
〇起業の計画・拡大等について、専門の相談員による情報提供やアドバイス等の支援が受けられます。
〇無料託児の利用可�
〇予約制
申請期間等 随時

問い合わせ先
滋賀県　男女共同参画センター
TEL：0748−37−3751　E-mail：g-net@pref.shiga.lg.jp�
ホームページ：https://www.pref.shiga.lg.jp/g-net/

事業等名 滋賀県プロフェッショナル人材戦略拠点による支援
▼こんなときに
企業の新事業展開や販路開拓、経営基盤強化などを実現する中核人材の採用や活用について相談したいとき
▼こんな支援が受けられます
○拠点のスタッフが企業を訪問し、成長戦略の具体化および人材ニーズの明確化を支援します。
　複数の人材会社および大企業との連携により、ニーズに合った人材を全国からお探しします。

申請期間等 通年　　※詳しくは下記ホームページをご確認ください。

問い合わせ先
滋賀県プロフェッショナル人材戦略拠点　（（公財）滋賀県産業支援プラザ内）
TEL：077－511－1419　※お問い合わせはホームページのメールフォームからお願いします。�
ホームページ：https://www.shigaplaza.or.jp/projin/

人材タイプ例 「経営革新」に対する貢献領域
経営人材・
経営サポート人材

経営者を支える右腕として企業マネジメントに携わる人材（将来の経営幹部候補も含む）
や事業承継を見据えた後継者候補となる人材。

新事業立ち上げ・
販路開拓人材

新規事業や海外現地事業の立ち上げなど、企業にとって新たな事業分野や販路を開拓し、
売上増加等の効果を生み出す人材。

生産性向上人材 開発や生産等の現場で新たな価値（新たな製品開発、生産工程の見直し等）を生み出す
ことのできる人材。

事業等名 下請かけこみ寺事業（経済産業省・中小企業庁委託事業）
▼こんなときに
下請等の企業間取引についてさまざまな悩みを相談したいとき
▼こんな支援が受けられます
「長年取引をしていた発注元から突然、取引を停止された」
「注文をキャンセルされたので、部品が必要なくなったといって返品された」とき
○�下請代金支払遅延等防止法等にかかる相談窓口として専門のスタッフが親身に助言し、信頼関係を崩さず適正な取
引を行うための支援を実施します。
○必要に応じて、弁護士がアドバイスを行います。
申請期間等 随時　　※詳しくは下記ホームページをご確認ください。

問い合わせ先
（公財）滋賀県産業支援プラザ 経営支援部　販路開拓課　TEL：077−511−1413
※お問い合わせはホームページのメールフォームからお願いします。
下請かけこみ寺　フリーダイヤル　TEL：0120−418−618�
　　　　　　　　ホームページ：https://www.shigaplaza.or.jp/kakekomi/

事業等名 県内企業の株式上場をサポート（中小企業成長展開支援事業）� NEW!
▼こんなときに
株式上場の知識を深めたり、株式上場の専門家を派遣して欲しいとき
▼こんな支援が受けられます
○公認会計士、中小企業診断士などの株式上場のエキスパートによる相談が受けられます。
○株式上場の効果や最新動向、県内上場企業経営者の講演など上場機運を拡大するための社長塾・勉強会を開催します。
○関連支援機関との上場支援協力体制を構築します。
申請期間等 令和6年4月頃〜令和7年3月頃　　※詳しくは下記のホームページをご確認ください。

問い合わせ先
（公財）滋賀県産業支援プラザ　経営支援部　経営相談室
TEL：077−511−1413　※お問い合わせはホームページのメールフォームからお願いします。�
ホームページ：https://www.shigaplaza.or.jp/
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事業等名 中小企業のCO2削減取組伴走支援事業
▼こんなときに
製造現場におけるCO2排出削減に関する取組について相談をしたいとき
▼こんな支援が受けられます
○中小製造業におけるCO2排出量削減に向け、セミナーの開催や情報提供等
○�コーディネータによる伴走支援（製品ライフサイクルを見据えたCO2排出量の見える化、削減計画策定、工程改
善等による計画実行、評価、CO2排出量削減に係る認証取得等、具体的な削減に向けた取組等）
申請期間等 ※詳しくは下記ホームページをご確認ください。

問い合わせ先
（公財）滋賀県産業支援プラザ　連携推進部　CO2ネットゼロ支援室
TEL：077−511−1424
※お問い合わせはホームページのメールフォームからお願いします。�
ホームページ：https://www.shigaplaza.or.jp/service/cras

事業等名 陶製品製造工程へのデジタル技術導入支援事業
▼こんなときに
陶製品製造工程等へデジタル技術の導入を図ろうとするとき
▼こんな支援が受けられます
○3Dスキャナ、3DCADを活用した製品のモデリングおよびデザイン支援
○3Dプリンタを用いた原型等作成技術
○CAMと切削加工機を用いた石膏型作成技術
申請期間等 随時

問い合わせ先
滋賀県工業技術総合センター　TEL：077－558－1500
滋賀県工業技術総合センター信楽窯業技術試験場　TEL：0748－83－8700�
ホームページ：https://www.shiga-irc.go.jp/information

事業等名 工業技術総合センター、東北部工業技術センターによる
技術面での支援

▼こんなときに
技術的な問題や課題について相談したいとき
▼こんな支援が受けられます

申請期間等 通年

問い合わせ先

滋賀県工業技術総合センター（栗東）　TEL：077－558－1500
滋賀県工業技術総合センター信楽窯業技術試験場　TEL：0748－83－8700�
ホームページ：https://www.shiga-irc.go.jp/information
滋賀県東北部工業技術センター長浜庁舎　TEL：0749－62－1492
滋賀県東北部工業技術センター彦根庁舎　TEL：0749－22－2325�
ホームページ：https://www.hik.shiga-irc.go.jp/access/inquiry/

技 術 相 談 職員による技術支援（品質管理、製品開発など）、外部専門家の紹介等
試 験 機 器 利 用 センター保有の試験分析機器の利用
研 究 開 発 支 援 共同研究やプロジェクト研究による開発支援
人材育成・技術講習 専門家による技術講習会等の実施
依 頼 試 験 分 析 依頼により各種試験分析を実施
技 術 情 報 の 提 供 情報誌やメールマガジンにより最新情報を提供
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事業等名 信楽焼産地へのコトづくり支援事業
▼こんなときに
主に信楽焼産地においてインバウンド市場の開拓や製品開発、情報発信の取組を図ろうとするとき
▼こんな支援が受けられます
○3つの場（学ぶ場、実証する場、発信する場）を提供し支援を行います。
○学ぶ場としてセミナーを開催
○実証、発信する場として展示会を開催
申請期間等 随時

問い合わせ先
滋賀県工業技術総合センター信楽窯業技術試験場
TEL：0748−83−8700�
ホームページ：https://www.shiga-irc.go.jp/information

事業等名 AI活⽤の裾野を広げる技術開発と⼈材育成事業
▼こんなときに
製造現場等へのAIの活用やAI人材の育成を図ろうとするとき
▼こんな支援が受けられます
○AI活⽤の裾野を広げるための現場対応型検査技術の開発
○AI講習会の開催
○AI個別出前相談
○AI開発支援環境の提供
申請期間等 個別相談は随時。講習会の開催等につきましては、下記問い合わせ先までご連絡ください。

問い合わせ先
滋賀県工業技術総合センター
TEL：077－558－1500�
ホームページ：https://www.shiga-irc.go.jp/information

事業等名 東北部工業技術センターによる人材育成
▼こんなときに
実践に即した専門知識・技術を身につけたいとき
▼こんな支援が受けられます
○機械・金属・精密加工に関する先端・基礎の知識や技術の講習
○環境・高分子・デザインに関する次世代につながる先端・基礎の知識や技術の講習
○センターの試験分析機器を利用した研究やセンターの保有技術の講習
○センターの講習は、要点を動画にして随時ホームページへアップ
申請期間等 通年

問い合わせ先
滋賀県東北部工業技術センター
長浜庁舎　TEL：0749－62－1492
彦根庁舎　TEL：0749－22－2325�
ホームページ：https://www.hik.shiga-irc.go.jp/

事業等名 インバウンド向け近江の地酒開発支援事業� NEW!

▼こんなときに
日本酒醸造所がインバウンド向けの地酒を開発・商品化したいとき
▼こんな支援が受けられます
○アジア地域のからのインバウンドが好む日本酒開発の支援
○味に特徴を持たせた日本酒が製造できる酵母等の共同開発
○試験酒や試作商品酒の酒質成分分析と評価
○完成品（商品）の酒質成分分析と評価
申請期間等 随時

問い合わせ先
滋賀県工業技術総合センター
TEL：077−558−1500�
ホームページ：https://www.shiga-irc.go.jp/information
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事業等名 水処理に関する新技術開発等支援事業
▼こんなときに
下水処理関連の技術開発に取り組みたいとき
▼こんな支援が受けられます
○企業の課題提案による県との共同研究
○試験・研究等を行うためのフィールド（浄化センター処理施設等）の提供
○試験・研究等の目的で使用する試料（流入下水、処理水、汚泥等）の提供
○企業等が有する水環境技術、製品等の展示スペース（淡海環境プラザ）の提供

問い合わせ先

滋賀県　琵琶湖環境部　下水道課　企画係
TEL：077－528－4213　E-mail：dd00@pref.shiga.lg.jp�
ホームページ：https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/kendoseibi/suido/324996.html

（公財）淡海環境保全財団　淡海環境プラザ担当
TEL：077－569－5306　E-mail：plaza@ohmi.or.jp

事業等名 ジェトロ滋賀貿易情報センターによる支援
▼こんなときに
海外との貿易や海外への進出について相談したいとき
▼こんな支援が受けられます
○�ジェトロ滋賀貿易情報センターでは、ジェトロの持つ70カ所を超える海外事務所ならびに本部（東京）、大阪本部、
アジア経済研究所および国内事務所をあわせ約50の国内拠点から成る国内外のネットワークをフルに活用し、貴
社製品の輸出の支援、海外進出支援を様々な段階で支援します。
○海外経済・貿易情報の入手　○貿易・投資相談
○海外取引先の開拓　　　　　○海外進出
○対日投資サービス
申請期間等 通年　※詳しくは下記のホームページをご確認ください。

問い合わせ先
ジェトロ滋賀貿易情報センター
TEL：0749－21－2450　E-mail：SIG@jetro.go.jp�
ホームページ：https://www.jetro.go.jp/jetro/japan/shiga/

事業等名 （一社）滋賀県発明協会による支援
▼こんなときに
知的財産に関する問題や課題について相談したいとき
▼こんな支援が受けられます
○知的財産に関する相談や支援、関係する支援制度の案内を行います。
　◦特許、実用新案、意匠、商標等の概要や出願手続に関する説明
　◦既に出願・登録されている特許等の検索方法の紹介
　◦商品をブランド化して販路拡大につなげるためのアドバイス
　◦特許技術のシーズとニーズをつなぐ企業間マッチング支援　ほか
　※�工業技術総合センター別館（栗東市）相談窓口のほか、県内12か所の商工会・商工会議所等での出張相談会も
実施します。

申請期間等 通年

問い合わせ先
（一社）滋賀県発明協会
TEL：077－558－4040　E-mail：info@jiii-shiga.jp�
ホームページ：http://www.jiii-shiga.jp/

事業等名 滋賀県立大学　地域ひと・モノ・未来情報研究センターによる支援
▼こんなときに
ICT（情報通信技術）手法による課題解決について相談したいとき
▼こんな支援が受けられます
○�地域ひと・モノ・未来情報研究センターでは、地域の皆様、企業の皆様との連携のもと、ひとづくり・モノづくり・
未来（農業・看護・観光・ファクトリー）づくりをテーマにICT手法を用いた課題解決に向けた研究や数理・情報
専門人材の育成に取り組んでいます。
○�セミナー等による情報提供を行うほか、個別相談（企業様が取り組まれる課題へのICT手法の適用など）も随時受
け付けています。
○また、ICT実践学座“eーPICT”ではICTの技術を現場で役立つ形で学び実習することができます。
申請期間等 通年

問い合わせ先
公立大学法人滋賀県立大学　地域ひと・モノ・未来情報研究センター
TEL：0749－28－8421　E-mail：ict@e.usp.ac.jp�
ホームページ：https://www.ict.usp.ac.jp
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事業等名 外国人材受入サポート事業
▼こんなときに
外国人材の受入れについて相談したいとき
▼こんな支援が受けられます
○情報提供　　　　　　　　◦外国人材採用にかかる各種手続の説明
　　　　　　　　　　　　　◦採用する外国人材像の特定に向けたアドバイス　等
○採用・各種手続の支援　　◦在留資格の取得・切替申請のアドバイス　等
○採用後の支援　　　　　　◦在留資格更新手続、社会保険等各種手続のアドバイス
　　　　　　　　　　　　　◦しが外国人相談センター等外国人支援機関の情報提供　等
申請期間等 通年　※下記所在地における窓口相談は、毎週水曜日のみ（10：00〜17：00）。

問い合わせ先
滋賀県外国人材受入サポートセンター
所在地：〒525-0025　草津市西渋川一丁目1-14　行岡第1ビル4階
TEL：050−5211−5397　ホームページ：https://shiga-gaisapo.com/�
※問い合わせ先については変更となる可能性がありますので、ご注意ください。

事業等名 友好州省経済交流駐在員事業� NEW!

▼こんなときに
アメリカ（ミシガン州）や中国（湖南省）でのビジネス展開・販路開拓等について相談したいとき
▼こんな支援が受けられます
■アメリカ・ミシガン州
　○ミシガン州に駐在する県職員による支援
　　◦ミシガン州に関する情報提供や関係者の紹介等
　　◦ミシガン州を訪問して市場調査等を行う場合の訪問先・視察先の調整等をサポート
■中国・湖南省
　○滋賀県誘客経済促進センターに駐在している県職員（所長）等による支援
　　◦企業マッチング会の開催・出展紹介、サンプル品の展示
　　◦依頼調査、現地サポートの対応
　　◦長沙市への出張時におけるデスクや会議室の貸出（商談、資料作成等）
申請期間等 通年

問い合わせ先
滋賀県　総合企画部　国際課
TEL：077−528−3060　E-mail：kokusai@pref.shiga.lg.jp�
ホームページ：https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/kurashi/kokusai/10839.html

事業等名 台湾におけるビジネスサポートデスクの設置
▼こんなときに
台湾でビジネス展開等を検討したいとき
▼こんな支援が受けられます
○現地調査の実施　　　　　　　　　　　　　　○台湾企業との面談機会の調整、通訳等の業務
○台湾事情等の情報提供　　　　　　　　　　　○台湾における滋賀県企業等の情報の発信
○企業・団体等の紹介とマッチング機会の提供
　※案件に応じて有料対応
申請期間等 通年　※詳しくは下記のホームページをご確認ください。

問い合わせ先
滋賀県　商工観光労働部　商工政策課　ビジネス振興・海外展開支援係
TEL：077－528－3715　E-mail：fa0002@pref.shiga.lg.jp�
ホームページ：https://www.pref.shiga.lg.jp/mizukankyobusiness/106721.html
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事業等名 事業承継・引継ぎ支援センターによる事業承継支援の実施
▼こんなときに
事業の承継について考えたいとき、相談したいとき
▼こんな支援が受けられます
○具体的な対策を盛り込んだ「事業承継計画」の作成
○譲受企業とのマッチングから譲渡契約に至るまでの支援
○事業引継ぎの専門家による助言
申請期間等 随時

問い合わせ先
滋賀県事業承継・引継ぎ支援センター（大津商工会議所内）
TEL：077－511－1505�
ホームページ：https://shiga-hikitsugi.jp

事業等名 中小企業等働き方改革サポート診断事業
▼こんなときに
働き方改革を計画的に進めたいとき
▼こんな支援が受けられます
○社会保険労務士が事業所を訪問して働き方改革（働きやすい職場環境づくり）の進捗状況等を診断
○診断結果に基づき各事業者に応じた働き方改革の計画的な進め方を提案
　※診断・提案無料
申請期間等 随時　※県補助事業のため、予算に限りがあります。詳しくは下記までお問い合わせください。

問い合わせ先
滋賀県社会保険労務士会
所在地：〒520-0806　大津市打出浜2番1号　コラボしが21 6階
TEL：077－526－3760

事業等名 中高年人材新規就業支援事業
▼こんなときに
中高年人材の雇用や職場環境改善等について相談したいとき
▼こんな支援が受けられます
○中高年人材の雇用や働きやすい職場環境に関する支援
　◦業務プロセスの見直しや短時間勤務の導入等、中高年人材が働きやすい職場環境づくり等に関する助言
○各種補助金・支援制度等の情報提供
　◦職場環境改善や雇用に係る補助金・支援制度等の情報提供、申請支援
○人材定着支援
　◦中高年人材採用後の定着に向けた助言
申請期間等 通年

問い合わせ先 シニアジョブステーション滋賀
TEL：077－521－5421　E-mail：s-job@bird.ocn.ne.jp

事業等名 しがジョブパーク事業
▼こんなときに
大学生を含む若年求職者等の採用・育成・定着等について相談したいとき
人材確保の取組について相談したいとき
▼こんな支援が受けられます
○窓口／訪問による人材確保や育成、定着に関する提案や助言
○各種イベントや助成金、求人掲載等に関する情報提供
○職場環境改善や採用力向上等人材確保に資するセミナーの開催
○インターンシップのプログラムづくりや学生募集に関する支援
○専門家による人材確保への取組支援
申請期間等 通年

問い合わせ先
しがジョブパーク内「人材確保支援コーナー」
所在地：〒525-0025　草津市西渋川一丁目1-14　行岡第一ビル4階
TEL：050－3529－6409�
ホームページ：https://shigajobpark.jp/company/
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事業等名 建設産業適正化推進事業
▼こんなときに
建設工事の請負契約や元請・下請間取引に関する法制度などの相談をしたいとき
▼こんな支援が受けられます
○�職員が、県内建設業者の方などを対象に、建設工事の請負契約や元請・下請間取引に関する法制度の相談などに無
料で対応
　※相談内容など、秘密として取り扱いますので、安心してご相談ください。
　※取引あっせん、経営、技術、金融、労働、交通事故等、一般の法律相談に関する相談は対象外
　※専門的な対応が必要な場合や私人間の紛争の場合には、相談内容に応じた相談窓口を案内します。

申請期間等 平日（9：00〜12：00、13：00〜16：00）
来庁されるときは、事前にご連絡ください。※窓口相談の事前予約にご協力ください。

問い合わせ先
滋賀県　土木交通部　監理課　建設業係
TEL：077−528−4128　E-mail：ha00@pref.shiga.lg.jp�
ホームページ：https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/shigotosangyou/kensetsu/18815.html

事業等名 びわ湖カーボンクレジット� NEW!
（滋賀県域産J－クレジット）活用支援

▼こんなときに
びわ湖カーボンクレジット（滋賀県域産J−クレジット）活用のメリットを知りたいとき。商品に環境貢献の付加価値
をプラスして、地域への貢献、環境貢献を社会へPRしたいとき。
▼こんな支援が受けられます
○�びわ湖カーボンクレジット活用等について、無料相談を受けることができます。
○�商品（製品、サービス、イベント等）へびわ湖カーボンクレジットを実装し商品価値を高めるための具体的な方法
について、専門家による無料の伴走支援を受けることができます。
申請期間等 決定後、ホームページにてお知らせします。詳しくは下記をご確認ください。

問い合わせ先
滋賀県　総合企画部　CO2ネットゼロ推進課　ムーブメント推進係
TEL：077−528−3494　E-mail：cg01@pref.shiga.lg.jp�
ホームページ：https://zeronavi.shiga.jp/company/carbon-credit/

事業等名 省エネ等伴走支援事業
▼こんなときに
省エネ・再エネ・現状把握など何から取り組めばいいかわからないとき、CO2ネットゼロに向けた取組を着実に進めた
いとき
▼こんな支援が受けられます
○�省エネ診断の結果などを踏まえ、CO2ネットゼロ（脱炭素）に向け、実施すべき取組に関する計画の立案、取組のフォ
ローアップに関する助言などに無料で対応します。
○中長期な視点でのCO2ネットゼロに向けた取組を支援します。
○専門的な知識をもったアドバイザー（エネルギー管理士等）による支援が可能です。
申請期間等 令和6年4月頃　申請受付開始（予定）※詳しくは下記ホームページをご覧ください。

問い合わせ先
（公財）滋賀県産業支援プラザ　連携推進部　CO2ネットゼロ支援室
TEL：077−511−1424※お問い合わせはホームページのメールフォームからお願いします。�
ホームページ：https://www.shigaplaza.or.jp/shoene-banso/

事業等名 省エネ診断にかかる専門家派遣
▼こんなときに
計画的な節電や省エネ、ピーク対策により経営の向上を図りたいとき
▼こんな支援が受けられます
○専門家が事業所を訪問してエネルギー利用状況の調査を実施
○�調査結果に基づき省エネ・電気需要の平準化に関し、運用による改善、自己投資による改善について、それぞれ助
言・提案を行い、経営改善・コスト削減・CO2削減に役立てることが可能
　※診断無料、なお派遣回数は事業規模により異なる
申請期間等 令和6年4月頃　申請受付開始（予定）※詳しくは下記ホームページをご覧ください。

問い合わせ先
（公財）滋賀県産業支援プラザ　連携推進部　CO2ネットゼロ支援室
TEL：077−511−1424※お問い合わせはホームページのメールフォームからお願いします。�
ホームページ：https://www.shigaplaza.or.jp/service/esp/
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事業等名 滋賀県産業立地サポートセンター
▼こんなときに
新規立地や増設に伴う設備投資、操業環境の改善について相談したいとき
▼こんな支援が受けられます
○設備投資に関する支援制度の案内
○事業用地についての相談　等
申請期間等 随時

問い合わせ先 滋賀県　商工観光労働部　産業立地課
TEL：077－528－3797　E-mail：fa01＠pref.shiga.lg.jp

事業等名 中小企業成長展開支援事業� NEW!
（成長展開チャレンジ支援補助金）

▼こんなときに
株式上場の準備の初期段階で、ショートレビューやIPOコンサルティングを実施するとき
▼こんな支援が受けられます

※1会社の本社所在地が長浜市、高島市または米原市の場合は補助率2/3以内、補助限度額200万円
※2対象経費等の詳細については、下記へお問い合わせください。

申請期間等 令和6年6月〜7月頃（予定）

問い合わせ先 滋賀県　商工観光労働部　商工政策課　ビジネス振興・海外展開支援係
TEL：077－528－3715　　E-mail：fa0002@pref.shiga.lg.jp

補助対象となる経費 補 助 率 補助限度額
上場準備の初期段階におけるショートレビューまたはIPOコンサルティ
ング等に要する経費を一部補助

補助対象経費の
1/2以内※1

1件あたり
上限150万円※1

事業等名 滋賀県起業支援金
▼こんなときに
これから起業しようとしているとき、第二創業を考えているとき
▼こんな支援が受けられます
　デジタル技術を活用して地域の社会的課題の解決に繋がる事業を起業する方を対象に、起業のための伴走支援と事
業費への助成を行い、効果的な起業を促進し、地域課題の解決を目指します。

申請期間等 令和6年4月5日〜5月17日17時まで

問い合わせ先
（公財）滋賀県産業支援プラザ　経営支援部　創業支援課　TEL：077－511－1412
※お問い合わせはホームページのメールフォームからお願いします。�
ホームページ：https://www.shigaplaza.or.jp/service/kigyoshienkin-top/

滋賀県起業支援金
対象事業 補助率 補助限度額

《対 象 者》◦新たに起業する方
　　　　　◦�Society5.0関連業種等の付加価値の高い産業分野での事業承継ま

たは第二創業する方
　　　　　　※�いずれも「デジタル技術を活用」した「地域の社会的課題」の解

決につながる事業であること。
《対象経費》�人件費、店舗等借料、設備費、原材料費、知的財産権等関連経費、謝金、

旅費、外注費、委託費、マーケティング調査費、広報費　等

補助対象経費の
1/2以内 200万円

事業等名 滋賀県未来投資総合補助金� NEW!
▼こんなときに
生産性向上、新事業展開など未来を見据えた意欲的な取り組みを行なおうとするとき
▼こんな支援が受けられます

※一定の賃上げ実施により、補助率2/3または補助限度額100万円への引き上げが可能

申請期間等 令和6年3月22日〜5月22日

問い合わせ先 滋賀県未来投資総合補助金コールセンター
TEL：0570－001－178　　E-mail：shigamiraitoshi2024@gp.knt.co.jp

対　　象　　事　　業 補 助 率 補助限度額
以下の事業
①生産性向上（DXによる生産・業務の効率化など）
②�新事業展開（新たな市場に参入するための設備導入、新商品・新サービスの開発など）
③人 材 育 成（従業員のリスキリングなど）

補助対象経費の
1/2※

1件あたり
上限50万円※
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